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序     文 
 

インドネシア共和国では1997年の経済危機以降、失業者が増加し続け、2005年時点では労働力

人口の約5人に1人が失業している状況でした。一方、同国における公的職業紹介機関は全国に設

置されている労働局の雇用サービス・職業紹介部門が担ってきましたが、その認知度は低く、求

人者と求職者を結びつける機関として効果的に機能していないことが課題となっていました。こ

のようななか、JICAは失業者の減少をはじめとする雇用環境の改善により経済成長と雇用拡大の

好循環を促進することを目的に、公的職業紹介制度の現状分析及びその改善に向けた提言を行う

開発調査「雇用サービス改善調査」を2007年3月から2009年3月まで実施しました。 

本開発調査の結果、公平・公正で効率的な雇用サービスの実施のために、①求職業務に関する

改善、②求人業務に関する改善、③職業紹介をより効果的・効率的に実施するための改善、④雇

用サービスを向上させるための枠組みについての改善、の4つの視点からの提言を行いました。こ

の最終提言を受けた労働移住省は、求職者・求人者に対してより公平・公正で効率的な雇用サー

ビスを提供するための組織として県・市労働局の雇用サービス担当部門を雇用サービスセンター

として独立させ、業務を改善していく構想を打ち出しました。しかしながら公平・公正で効率的

な職業紹介を実現するためには業務支援システムの導入だけではなく、具体的な業務の実施方法

や職員の専門性の向上、運営・管理能力の強化が必要であることから、公的職業紹介分野におい

て豊富な経験をもつわが国に引き続き技術支援が要請されました。 

この要請を受け、「雇用サービスセンター能力強化プロジェクト」を2009年9月から3年間の計画

で実施することとなり、3名の長期専門家を派遣しました。 

今般、同プロジェクトの終了時評価を行うことを目的として、2012年5月に調査団を派遣し、イ

ンドネシア共和国政府の間で、プロジェクトの進捗・成果の確認と今後の方向性に係る協議を行

いました。本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開と、

類似のプロジェクトに活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力を賜りました関係各位に深甚なる敬意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いするしだいです。 

 

平成24年5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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終了時評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：雇用サービスセンター能力強化プロジ

ェクト 

分野：社会保障－雇用・労働関係 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 高等教育・社会保障グ

ループ 社会保障課 

協力金額（評価時点）：1億7,089万8,000円 

協力期

間 

（R/D）：2009年8月31日署名 

2009年9月24日～ 

2012年9月23日まで（3年間） 

先方関係機関：労働移住省（MOMT） 

日本側協力機関：厚生労働省 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では1997年の経済危機以降、失業者が

増加し続け、2005年時点では労働力人口の約5人に1人が失業している状況であった。一方、同

国における公的職業紹介機関は、その認知度が低く、求人者と求職者を結びつける機関として

効果的に機能していないことが課題となっていた。このようななか、JICAは失業者の減少をは

じめとする雇用環境の改善により経済成長と雇用拡大の好循環を促進することを目的に、公的

職業紹介制度の現状分析及びその改善に向けた提言を行う開発調査「雇用サービス改善調査」

（2007年3月～2009年3月）を実施した。本開発調査では、わが国のハローワークシステムを参

考に、公平・公正で効率的な雇用サービスの実施のために、①求職業務に関する改善、②求人

業務に関する改善、③職業紹介をより効果的・効率的に実施するための改善、④雇用サービス

を向上させるための枠組みについての改善、の4点からの提言を行った。 

提言を受けて労働移住省（Ministry of Manpower and Transmigration：MOMT）は、求職者・求

人者に対してより公平・公正で効率的な雇用サービスを提供するための組織として県・市労働

局の雇用サービス担当部門を公的雇用サービスセンター（Public Employment Service：PES）と

して独立させ、コンピュータを使った業務支援システム等を導入して業務改善を進める構想を

打ち出した。しかしながら公平・公正で効率的な職業紹介を実現するためには業務支援システ

ムの導入だけではなく、具体的な業務の実施方法や職員の専門性の向上等の運営・管理のノウ

ハウが必要であり、インドネシア側にそのノウハウが不足していることから、公的職業紹介分

野において豊富な経験をもつわが国に引き続き支援が要請され、技術協力プロジェクトが開始

された。 

本プロジェクトは、MOMTをカウンターパート（C/P）機関として、2009年9月～2012年9月ま

での3年間の予定で実施されており、3名の長期専門家（チーフアドバイザー、職業紹介サービ

ス、業務調整/研修計画）を派遣した。 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

トライアル実施州1のPESにおいて、雇用サービスの機能を強化することにより雇用が促

進される 

＜指標＞ 

1. トライアル実施州のPESにおける登録求職者数 

2. トライアル実施州のPESにおける登録求人者数 

                                                           
1 中部ジャワ州、ジョグジャカルタ特別州、南スラウェシ州、東カリマンタン州、西スマトラ州、東ジャワ州、西ジャワ州の 7州。 
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3. トライアル実施州のPESにおける求人充足数 

 

（2）プロジェクト目標 

トライアル実施州のPESにおいて公平・公正で効率的な雇用サービス（以下①～④の観点

から改善されたサービス）が提供されるようになる。 

① 職業相談の実施や、的確な求人情報提供等による求職者業務の改善 

② 求人開拓の実施等による求人業務の改善 

③ コンピュータを用いたデータ管理・運用の導入等による効果的・効率的な職業紹介

業務の実施 

④ 利用者の視点に立った業務の実施、職員の資質向上 

＜指標＞ 

1. トライアル実施州においてPES List（プロジェクトがめざすPESの活動一覧表）で示さ

れたサービス基準を満たすPESの数 

2. トライアル実施州においてPES利用者（求職者及び求人者）の雇用サービスへの満足

の度合い 

 

（3）成 果 

＜成果1＞ 

PESの運営に関する国、州、県・市の協働体制が明確にされる。 

＜指標＞ 

1-1．国、州、県・市の協働体制及び各組織の役割が明確に述べられる 

 

＜成果2＞ 

PESにおいて実施される公平・公正で効率的な雇用サービスの内容と実施手順が明確

になる。 

＜指標＞ 

2-1. PES Listが正式に雇用サービスを改善するツールとして採用される 

2-2. PES Listをサービス改善のツールとして利用するPESの数 

2-3. 業務支援システムを利用するPESの数 

 

＜成果3＞ 

トライアル実施PES2において求人開拓機能を含む雇用サービスが改善される。 

＜指標＞ 

3-1. PES Listで示されたサービス基準を満たすトライアル実施PESの数 

3-2. トライアル実施PESにおけるPES利用者（求職者及び求人者）の雇用サービスへの満

足の度合い 

 

＜成果4＞ 

トライアル実施PESでのノウハウがトライアル実施州の他のPESに移転される。 

＜指標＞ 

4-1. 雇用サービスに携わる職員が研修・巡回指導を受けたPESの数 

                                                           
2 スマラン県、パティ県、スラゲン県（以上中部ジャワ州）、ジョグジャカルタ市、バントゥル県（以上ジョグジャカルタ特別州）、

マカッサル市（南スラウェシ州）、サマリンダ市（東カリマンタン州）、パダン市（西スマトラ州）、パスルワン県（東ジャワ州）、

バンドゥン市（西ジャワ州）の 10県・市 PES。 
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4-2. 雇用サービスにかかわるセミナー・研修・巡回指導に関する参加者の満足の度合い

 

（4）投入（終了時評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 3名（延べ人数） 

短期専門家派遣 IT業務支援システム4名、職業相談2名、求人開拓1名（延べ人数） 

研修員受入 27名 

機材供与 3億2,150万インドネシアルピア（オートバイ 20台、ヘルメット） 

ローカルコスト負担 16億7,445万1,703インドネシア（2009～2011年度支出実績合計） 

 

インドネシア側： 

カウンターパート配置 

プロジェクトオフィス提供 

ローカルコスト負担 17億2,883万7,780インドネシア（2009～2011年度支出実績合計） 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括       近藤 貴之（JICA 人間開発部 社会保障課長） 

雇用安定政策   荒木 勲 （厚生労働省 大臣官房国際課 派遣・研修係長） 

職業紹介サービス 三輪 宗文 （厚生労働省 職業安定局 首席職業指導官室 次席

職業指導官） 

協力企画     清水 貴 （JICA 人間開発部 社会保障課） 

評価分析     野口 純子（財団法人国際開発高等教育機構 主任研究員） 

調査期間 2012年5月5～17日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクトの成果 

成果1：達成された 

雇用サービス強化の指針としてプロジェクトが作成したPES ListにはPESにおける日常業

務の改善基準とともに、公的雇用サービスに係る国、州、県・市それぞれの役割が明記さ

れている。 

2012年2月、MOMT雇用総局（Directorate General of Manpower Placement Development：

DGMPD）から「雇用サービスにおけるPES Listの活用」についての通達が全州労働局・県・

市PESに発出され、このなかでPES Listは州労働局と県・市PESが雇用サービスを提供する

際に共通して使用されるべきマニュアルであると明記されており、同リストは州自治体、

県・市自治体を通じて、全国のPESに配布された。 

また、国、州、県・市の協働体制に関するワークショップがこれまで2回実施され（2011

年4月、2012年3月）、プロジェクト対象である45カ所のPESが参加した。2回目のワークショ

ップではアンケートが取られており、雇用サービスに関する三者の相違点や課題解決方法

について、ワークショップ参加者の90％以上が「よく理解した」「理解した」と回答してい

る。今回の現地調査でも、インタビューした州、県・市職員の大半が協働体制について理

解していると回答した。 

成果2：達成された 

指標2-1は上述のとおり、PES Listが雇用サービス実施のために共通して使用されるべきマ

ニュアルであることがMOMT DGMPDの通達に記されている。 

指標2-2については、トライアルPESである10カ所ではPES Listを用いた雇用サービスの点
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検が複数回行われており、その活用が確認されている。インタビューを行ったPESでは、サ

ービスの点検以外にも、求人開拓や職業相談を行う際の事前の業務確認、業務上不明な点

の参照等にも用いられていた。また、インタビューした州労働局と県・市PESの大半は「PES

Listの内容を十分に理解している」と回答し、「10項目に要約されており使いやすい」「職業

相談の要点について教えてくれる」といったようにその使い勝手の評価も高い。 

指標2-3については、終了時評価時点では新しいシステム「労働市場情報（Informasi Pasar 

Kerja：IPK）オンライン」3に移行しているところであった。これまでMOMTが推奨していた

システム「インターネットによる職業紹介システム（Bursa Kerja Online：BKOL）ナショナ

ル」は、トライアルPESの10カ所中9カ所が利用していた。残る1カ所は独自で開発したシス

テムを利用していた。 

成果3：おおむね達成された 

指標3-1に関して、トライアルPESがPES Listに基づいて雇用サービス業務の点検を行った

ところ、2カ所のPES（ジョグジャカルタ市、バントゥル県）は既に10項目をクリアし、他

の2カ所（スマラン県、パスルワン県）は9項目をクリアしている。大半のPESでは点検を行

うごとにクリア項目が増加している。一方10項目に至っていないPESにおいても、点検結果

を振り返って改善のための対応策を取っている。例を挙げると、スマラン県とスラゲン県

ではクリアしなかった点検項目について職員間で議論し、日常の業務サイクルのなかで改

善しているとのことであった。PES Listの利用頻度としては、定期的に点検を行うPESが3

カ所あり、その他のPESにおいても頻度にばらつきはあるもののその活用が確認された。 

PES利用者の満足度調査（指標3-2）に関しては、スマラン県のように毎月1回決まった日

に来所する利用者が回答するPESもあれば、スラゲン県のように毎日の利用者に記入しても

らい毎月集計するというPESもある。いずれのPESでも回答結果は集計したうえで、職員が

定例会議で共有しているとのことであった。これらの調査結果について各PESがプロジェク

トに対して報告することは義務とされていないが、今回の調査で確認できた範囲ではすべ

ての利用者が「満足している」または「とても満足している」と回答している。 

成果4：おおむね達成されており、今後も持続的展開が見込まれる 

中部ジャワ州では、3カ所のトライアルPESの経験が州内の他のPES 32カ所と共有されて

いる。州の労働局は研修目的のワークショップを毎年開催しており、ここでは普段の業務

改善のみならず、本邦研修参加者が得た知見も共有されている。別のトライアル実施州で

あるジョグジャカルタ特別州においても、2012年4月に州労働局が同様のワークショップを

開催し、トライアルPES 2カ所の経験が3カ所の非トライアルPESに紹介された。 

2012年3月には、MOMTが中部ジャワ州のスマラン県で、トライアルPESの経験を共有す

ることを目的としてワークショップを開催した。同ワークショップには7州10カ所のトライ

アルPESと、中部ジャワ州とジョグジャカルタ特別州のすべての非トライアルPESから合わ

せて75名が参加した。このワークショップでは終了時に参加者による自己評価が行われて

おり、大半において満足度・理解度ともに高いものであった（指標4-1）。 

 

（2）プロジェクト目標 

非トライアルPESでは、全35カ所がプロジェクトのめざした「PES Listの活用を始めてい

る」状態にあるといえる。これらのPESは2012年3月にスマラン県で行われたワークショッ

                                                           
3 中間レビュー時点で労働人材省は求職・求人情報管理オンラインシステムである「BKOL ナショナル」の全国普及をめざしていた

ものの、その後プログラム上の修正などを重ねた新しいシステムである「IPKオンライン」の導入を決定した。終了時評価の時点で

「IPKオンライン」は完成していなかったものの、所管する国内労働市場開発局（Directorate of Labor Market Development：
DLMD）の説明によると近日中に完成予定とのこと。 
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プでPES Listについて説明を受けており、ワークショップのなかでPES Listを用いた自己点

検を行っている（平均して10項目中4.9項目クリアした）。日常業務を通じたPES Listの活用

状況は各所により異なっているものの、トライアルPESからの知見が研修や職員間個人的交

流を通じて波及していることも確認されている。 

また、業務支援システムの活用状況について、「BKOLナショナル」が全35カ所中29カ所

で使用され、その他のPESにおいても独自のシステムが使用されている事が確認された。 

満足度調査については、非トライアルPESについてもトライアルPES同様、おおむね良好

な結果となっている。 

 

（3）上位目標 

以下の理由から現時点で上位目標の達成度を検証することは難しい。 

第一に、「IPKオンライン」は導入されたばかりであり、以前のシステムにあった過去の

データが移行できない状況にある。よって、経年変化を見ることができない。第二に、求

職者数と求人者数は、PESでの雇用サービスが改善されたこと以外にも域内外の経済状況、

公務員の採用数増減等、外部から影響を大きく受ける。第三に、トライアルの活動が開始

されてから1年も経過しておらず、プロジェクトの成果としての変化を期待するにはまだ時

間を要すると考えられる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下の理由から本プロジェクトの妥当性は高い。 

・インドネシアの開発計画政策と合致している。「国家中期開発計画（2004～2009年）」で

設定された目標のひとつが失業率の低下であった。同後継計画（2010～2014年）でも雇

用拡大は経済セクターの目標のひとつであり、雇用拡大は国家福祉の一部として説明さ

れている。また、大統領令36号（2002年）は、職業紹介を含む雇用サービスは国家の義

務であるとし、労働移住省令は、職業紹介制度と労働者雇用の地方分権化について記し

ている。 

・雇用サービスに関するニーズと一致している。インドネシアにおける失業率は2009年の

8.14％から2012年の6.32％に低下しており、順調な経済成長の影響もあり改善傾向にあ

る。一方で、いまだ761万人が完全失業状態にあり、1,487万人がフルタイムの定職を得て

いない半失業状態にあると推計されており、公的雇用サービスへのニーズは依然高いと

考えられる。 

・日本の政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）政策と合致している。対イ

ンドネシア「国別援助計画（2004年）」によると、援助優先分野のひとつは「民間主導の

持続的成長」であり、これに関連した戦略のひとつが「投資環境の改善に資する経済イ

ンフラの整備」となっている。2012年4月に策定された国別援助方針では、インドネシア

が中長期的な安定を確保するためには、継続的な経済成長の実現とその地方への波及を

通じた国内の所得格差・地域格差の是正、雇用機会の確保、災害や感染症に対する脆弱

性の克服等が重要であると述べられている。 

・プロジェクトのターゲットグループは適切であった。プロジェクトは県・市レベルのPES

を主要ターゲットとして定め、活動を実施してきた。インドネシアでは、PESのほかにも

職業訓練校や民間の人材紹介企業が雇用サービスを提供している。しかしながら、これ

らの機関によるサービスは対象が限定的である。他方、PESが提供する雇用サービスは誰

でも利用が可能であり、求人職種の幅も広いことから、社会的セーフティネットとして

の役割も期待できる。 
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（2）有効性 

以下をかんがみて、現在の取り組みがプロジェクト終了時まで継続すれば高い有効性が

期待される。 

・プロジェクト目標の達成状況としては、トライアルPES 10カ所では、PES Listと業務支援

システムを活用して雇用サービスの業務が改善されている。35カ所の非トライアルPES

でもPES Listと業務支援システムを使ったサービスが開始される状態にあり、業務改善が

実際に行われているPESもある。これらの進捗状況をかんがみると、2012年9月のプロジ

ェクト終了時までにプロジェクト目標は達成されると考えられる。 

・PES Listはインドネシアの状況に合うように日本のハローワークの知見を基に開発・改良

されたものである。トライアルPESがこれを活用することによって雇用サービスを改善

し、この成功事例が非トライアルPESと共有されている。PES Listを中心としてプロジェ

クトのアウトプットが目標達成に貢献しているといえる。 

・プロジェクトは10カ所のトライアルPESに技術指導やモニタリングといった活動を集中さ

せ、その知見を他のPESに移転させるというアプローチを取っている。これはトライアル

PESと非トライアルPESの双方に業務改善をもたらす促進要因のひとつであったと考え

られる。外部条件となっていた、養成された人材が継続勤務することや業務支援システ

ムがタイムリーに開発されることについては、どちらもプロジェクトの進捗・成果に大

きな影響は与えていない。 

 

（3）効率性 

以下の理由から本プロジェクトの効率性は中程度と判断される。 

・プロジェクトがめざしたアウトプットはおおむね計画どおりに算出されている。例えば、

雇用サービス提供における国、州、県・市の協働に関する枠組みはPES Listのなかで明確

になっており、インタビューによれば関係者の理解度も高い。同じくPES Listと業務支援

システムを通じて雇用サービスの実施手順について明確になっており、トライアルPES

における業務改善につながっている。また、この経験が他のPESと共有されている。 

・プロジェクト期間の前半は活動が予定どおり進まない状態であったが、中間レビュー以

降、プロジェクトの活動は大幅にスピードアップした。投入が効率よくアウトプットに

つながった要素として以下が挙げられる。第一に、インドネシア側のカウンターパート

が適切な部署から配置された。PES Listと業務支援システムは雇用サービスの改善に不可

欠な要素である。これらを所管する部署として国内雇用局（Directorate of Domestic 

Manpower Placement：DDMP）とDLMDから人員配置が行われた。第二に、短期専門家の

派遣が予定どおり前半期間に集中して行われ、必要な技術的インプットが行われた。第

三に、本邦研修参加者27名は適切な人選であり、帰国後にPES内で同僚と成果を共有する

だけでなく、ワークショップ講師として活動している。また、携帯電話やインターネッ

トを通じて研修参加者と他のPESの職員間における知識・情報の共有が積極的に行われて

いる。第四に、機材供与はオートバイ20台であったが、インタビューを行ったPESではい

ずれも求人開拓や職業訓練校の雇用サービスの業務指導を目的として利用されている。

 

（4）インパクト 

上位目標の達成は時期尚早であるが、以下のようなインパクトが生じている。 

・プロジェクトが対象としたのは7州の45カ所のPESとモデル2州の労働局であるが、これら

の知見は他の地域にも波及している。例えば、西ジャワ州の労働局はトライアルPESと協

力してワークショップを開催し、州内の38カ所のPESにプロジェクトの経験を伝えた。ま

た、南スラウェシ州ではトライアルPESの経験が共有されたことがきっかけで5カ所の
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PESがPES Listを活用している。さらには、トライアル活動が行われなかった州にも帰国

研修員による講義、ワークショップ等により成果が波及している。ジャンビ州の労働局

は州内8カ所のPESでPES Listが活用されるべく準備中である。 

・県市のPES間のネットワークが強化されたことも大きなインパクトである。プロジェクト

が実施するワークショップや研修で知り合った職員がお互いに連絡を取り合うようにな

った。一例として、中部ジャワ州のカランガニャール県PESは隣接するジョグジャカルタ

特別州のバントゥル県PESに出向き、PES Listの活用や業務改善について習得したり、ほ

かにもメールや携帯電話を利用して連絡を取り合っているケースが確認されている。 

 

（5）持続性 

以下で述べる現状や今後の計画が担保されれば、プロジェクトの持続性は高いと見込ま

れる。 

【政策・制度的側面】 

失業率の減少は現行「国家中期開発計画」でも目標のひとつとなっており、雇用促進は

国家福祉の一部として述べられている。労働移住省令では労働分野の最低サービス基準

（Standar Pelayanan Minimal：SPM）を定めており、このうちのひとつが就職の改善に関す

るものである。MOMT DGMPDの優先プログラムには、「IPKオンライン」の全国普及、SPM

を満たすためのPESの能力強化、職業紹介専門職員の能力強化が含まれており、これらはプ

ロジェクトの方向性と合致するものである。また、MOMTの通達により、PES Listは州労働

局と県・市PESが雇用サービスを実施する際に共通して用いられる指針・マニュアルである

ことが明らかにされている。 

【組織・財政的側面】 

プロジェクトの主要な要素（PES Listと業務支援システム）を所管するのはMOMT 

DGMPDのDDMPとDLMDである。これらの部署において2009年以降の職員数は微増してお

り、2013年には能力強化のための十分な予算が確保されている。県・市レベルでは、職業

紹介の一般職と専門職員の異動はあまり行われず、人員は比較的安定している。予算面で

は、経常費用は地方政府から割り当てられるが、特別な目的があればMOMTからも州政府

経由にて予算が配賦される。例えば、IPKの利用を促進することを目的として、労働市場開

発局は2012年に各県・市5,000万インドネシアルピア、各州1億2,500万インドネシアルピア

を配賦した。この予算にはオペレーターの手当、事務用品、インターネット契約、求人開

拓に係る費用、企業のモニタリング費用、本省への出張旅費（州のみ）が含まれている。

今回インタビューを行ったPESの大半では、雇用サービスを提供するための必要な予算が十

分に確保されている。 

【技術的側面】 

インドネシア国内での研修・ワークショップ、本邦研修、プロジェクトによる直接指導

を通じて、PES Listの活用方法を含めて十分な知識・技術を身に着けた職業紹介専門職が増

えてきた。職業紹介専門職の養成は政府の労働研修所が毎年行っていることに加え（参加

実績は2009年38名、2010年77名、2011年29名）、DDMPでも2012年以降、各種の研修・ワー

クショップを予定している。また、本プロジェクトの経験を反映させて研修モジュールの

改訂を行う予定もある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）カウンターパートとの協働体制 

プロジェクトでは開始時より、ほぼ毎週の定例会議において活動の進捗や課題、実施方

法について情報共有が行われている。2011年6月の中間レビューで指摘されたプロジェクト
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活動の進捗モニタリング体制の確立やプロジェクト目標への共通認識確認については対応

済みである。同レビューで出された提言に基づき、2011年7月にプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）と活動計画（Plan of Operations：PO）表が改

訂された。また、PO表の活動ごとに実施責任者を決めたうえで、活動の時期や方法につい

て定例会議で議論しつつ、軌道修正を行っている。 

 

（2）実施プロセス 

・トライアルPESでの集中的活動 

インドネシアの国土は広大であり、地方分権化の進捗状況や州、県・市の役割等は地域

によって異なっている。中間レビュー以降、プロジェクトは10カ所のトライアルPESを選定

して他地域へのモデルとなるべく集中的に活動を実施するアプローチを取ることとした。

プロジェクトによる直接的な技術指導もあり、実際に業務改善が形となって現れている。

これらの経験が成功事例として他のPESに紹介され、業務改善につながっている例もあり、

このアプローチは機能しているといえる。 

・中間レビューで出された提言のフォローアップ状況 

提言の大半は以下も含めて対応済みである。①成果や目標の再検討により、PDMとPO表

が改訂された。②成果が具体化されたことで活動実施のスピードがアップした。③PES List

を用いた雇用サービスの業務改善の促進が強化される。また、持続的なものとなるために

PES Listが公式ツールと認定されることが提言されていたが、その旨2012年2月にMOMTの

通達で示された。④業務支援システムの改修が行われ、プロジェクトが支援してきた「BKOL

ナショナル」が正式に推奨されることとなった。さらにその後同システムを改良した「IPK

オンライン」が正式に普及されることになった。⑤本邦研修参加者を中心とするトライア

ルPESの職員がワークショップ講師となって非トライアルPESへ経験共有をしている。

MOMTも主催する研修ではプロジェクトで養成された職員に講師依頼を行うように努めて

いる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－５ 結 論 

上述のとおり、プロジェクトはほぼ計画どおりにアウトプットを生んでおり、プロジェクト

目標も期間終了時までには達成すると思われる。評価5項目の観点からみると、プロジェクトの

妥当性と有効性は高く、効率性も中程度である。インパクト発現の道筋はあり、効果の持続性

も期待される。 

具体的にいえば、プロジェクトは中間レビュー以降、活動実施のスピードを上げ成果を生み

つつある。トライアルPESでは、PES Listと業務支援システムの活用により雇用サービスの業務

改善が進んでおり、これらの経験が非トライアルPESに波及し、幾つかのPESでは業務改善につ

ながっている。こういったプロジェクトの取り組みが今後もMOMT、州労働局、県・市PESによ

り継続されれば、結果として雇用促進に貢献すると思われる。 
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３－６ 提言・教訓 

（1）提 言 

・DDMPは2012年度中に職業紹介専門職を対象とする研修のモジュールを改訂することを予

定している。プロジェクトの経験を反映させるということであるが、標準化されたツー

ルとしてのPES Listの活用がより促進されるように、この項目がモジュールに組み込まれ

ることが重要である。 

・県・市PESの職員が効果的で公正な雇用サービスを提供するために、州労働局は調整役と

して情報提供・技術支援等を行うことが求められている。特に、州労働局の専門職員は

県・市レベルの業務をモニタリングし、改善のために支援するためのキーアクターとな

る。州労働局の専門職員のモニタリング技術をより強化するために集中的な技術指導を

実施することが求められる。 

・求人は地域の経済や産業の状況等の外部要因により特定の人々に限定されることがある。

これに加えて、PESにアクセスすることが容易でない人々（障害者、僻地に居住する人々

等）の存在を考慮すると、公正な雇用サービスを実現するためにPESが社会的セーフティ

ネットの拠点として機能する意義は大きい。そのためには、州労働局やPESが各地域にお

ける状況を把握し、地元政府や関連する他機関と連携しながら対応できるようになるこ

とが望まれる。 

・MOMTは労働分野におけるSPMを設定している。これに沿って、DLMDは2014年までに

「IPKオンライン」を全国に普及する計画であり、そのために各地PESへのコンピュータ

設置や研修を行っている。DDMPも職業紹介に関するさまざまな人材育成プログラムを有

している。効果的で公正な雇用サービスを促進するためにはこれらの2部署の連携が不可

欠であり、職業紹介サービスのプロセスのなかでIPKが効果的に用いられるためにも2部

署は情報共有・意見交換を継続する必要がある。研修実施に際しても、各部署が別々に

行うのではなく、片方が主催する研修に他方の要素を入れて講師を派遣する等、協働す

ることが研修主催者と参加者の双方にとって効果的かつ効率的な業務改善の機会になる

と考えられる。 

・MOMTはプロジェクトによって養成された人材をワークショップ講師への登用等により

有効に活用している。これはMOMTのリソースやプロジェクトの投入を効率的に活用す

ることだけでなく、職員が知識や技術を研鑚する格好の機会となっており、今後も継続

されることが望まれる。 

・雇用促進は雇用サービスの改善以外にも外部要因の影響を受けるため、この改善を登録

求職者数や登録求人数（上位目標で設定された指標）で検証することは難しい。これら

の指標を用いる場合には、雇用における外部要因の影響を注意して分析する必要がある。

他方、3つ目の指標である求人充足数（率）はPESでの雇用サービスの質や量を表すこと

ができ、SPMの指標である就職者数（率）と類似している。MOMTはプロジェクト終了

後に上位目標の進捗を検証する際、これらの指標を併せて用いることが望ましい。 

 

（2）教 訓 

地方分権化が急速に進んでいるインドネシアでは、地方分権にかかわるステークホルダ

ーとその役割や関係性、予算と情報の流れ、成果と課題等について計画段階から可能な限

り明確にしておくことが重要である。また、これらの状況も地方によって異なる点にも留

意が必要である。これらの点に留意することにより、プロジェクトが優先すべき事柄や取

るべきアプローチが明確となり、効果的・効率的な計画・実施につながると考えられる。
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では1997年の経済危機以降、失業者が増

加し続け、2005年時点では労働力人口の約5人に1人が失業している状況であった。一方、同国に

おける公的職業紹介機関は全国の465県・市に設置されている労働局の雇用サービス・職業紹介部

門であるが、その認知度は低く、求人者と求職者を結びつける機関として効果的に機能していな

いことが課題となっていた。JICAは失業者の減少をはじめとする雇用環境の改善により経済成長

と雇用拡大の好循環を促進することを目的に、公的職業紹介制度の現状分析及びその改善に向け

た提言を行う開発調査｢雇用サービス改善調査｣（2007年3月～2009年3月）を実施し、各県・市労

働局で行われる雇用サービスの問題点・課題を明らかにしつつ、わが国のハローワークシステム

を参考に、公平・公正で効率的な雇用サービスの提供のために、①求職業務に関する改善、②求

人業務に関する改善、③職業紹介をより効果的・効率的に実施するための改善、④雇用サービス

を向上させるための枠組みについての改善、の4点からの提言を行った。 

上記の提言を受けてMOMTは、求職者・求人者に対してより公平・公正で効率的な雇用サービ

スを提供するための組織として県・市労働局の雇用サービス担当部門をPESとして独立させ、業

務を改善していく構想（コンピュータを使った業務支援システム導入等）を打ち出したが、公平・

公正で効率的な職業紹介を実現するためには業務支援システムの導入だけではなく、具体的な業

務の実施方法や職員の専門性の向上等の運営・管理のノウハウが必要であった。このような背景

の下、公的職業紹介分野において豊富な経験をもつわが国に支援が要請され、2009年9月に本プロ

ジェクトが開始された。 

2012年9月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認するととも

に、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くこ

とを目的として、終了時評価調査団が派遣された。 

 

１－２ 調査団構成と日程 

（1）調査団構成 

調査団構成は表1-1のとおりである。 

 

表１－１ 調査団構成 

担当 氏名 役職 

総括 近藤 貴之 JICA 人間開発部 社会保障課長 

雇用安定政策 荒木 勲 厚生労働省 大臣官房国際課 派遣・研修係長 

職業紹介サービス 三輪 宗文 厚生労働省 職業安定局 首席職業指導官室 次席職業指導官

協力企画 清水 貴 JICA 人間開発部 社会保障課 

評価分析 野口 純子 財団法人国際開発高等教育機構 主任研究員 

 

（2）現地調査日程 

調査日程は表1-2に示すとおりである。 
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表１－２ 調査日程 

月日 清水 鈴木 他団員 

5月5日 ジャカルタ到着   

5月6日 移動（ジャカルタ→サマリンダ）ジャカルタ到着  

5月7日 サマリンダ市PES・東カリマンタ

ン州労働局ヒアリング 

JICA専門家ヒアリング 

移動（ジャカルタ→スマラン） 

 

5月8日 パナジャムパセルウタラ県PES

ヒアリング 

JICA専門家ヒアリング 

中部ジャワ州・スマラン県PESヒ

アリング 

 

5月9日 移動（バリクパパン→ジャカル

タ） 

スラゲン県PES・カランガニャー

ル県PESヒアリング 

移動（ソロ→ジャカルタ） 

ジャカルタ到着

5月10日 DDMPとの協議・ヒアリング 

団内打合せ 

5月11日 労働市場開発局との協議・ヒアリング 

団内打合せ 

5月12日 ミニッツ（M/M）案作成 

5月13日 M/M案作成 

5月14日 M/M協議 

JICAインドネシア事務所との打合せ 

5月15日 DGMPD局長との協議 

M/M署名 

合同調整委員会（JCC） 

5月16日 JICAインドネシア事務所・在インドネシア日本大使館への報告 

ジャカルタ出発 

 

１－３ 主要面談者 

主要面談者リストは付属資料1のとおりである。 

 

１－４ プロジェクトの概要 

１－４－１ プロジェクトの目標と成果 

本プロジェクトがめざす目標と成果は次のとおりである。 
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表１－３ プロジェクトの目標と成果 

 到達目標 

上位目標 

（終了後3～4年後に到

達が見込まれる目標） 

トライアル実施州のPESにおいて、雇用サービスの機能を強化

することにより雇用が促進される。 

プロジェクト目標 

（終了時までに達成を

めざす目標） 

トライアル実施州のPESにおいて公平・公正で効率的な雇用サ

ービスが提供されるようになる。 

成果 

（目標達成のために必

要な成果） 

1．PESの運営に関する国、州、県・市の協働体制が明確にさ

れる。 

2．PESにおいて実施される公平・公正で効率的な雇用サービ

スの内容と実施手順が明確になる。 

3．トライアル実施PESにおいて求人開拓機能を含む雇用サー

ビスが改善される。 

4．トライアル実施PESでのノウハウがトライアル実施州の他

のPESに移転される。 

 

成果と目標の関係は図1-1のように示される。プロジェクトの対象は45県・市のPESであるが、

まずは全国33州のなかから7州の10県・市が選定されて10カ所のトライアルPESに集中的に活動

が行われたあと、35カ所の非トライアルPESにノウハウが移転され、全体で45カ所のPESにおけ

る雇用サービスの改善がめざされるというロジックで組立てられている。プロジェクトのター

ゲットグループとなる対象45県・市は付属資料2のとおり。 

PDMでは、トライアルPES 10カ所と非トライアルPES 35カ所における到達目標は区分して記

載されていないが、プロジェクト内ではそれぞれがめざす目標とアプローチについて設定・共

有されている（付属資料3）。トライアルPESに対しては集中的な活動が行われており、非トライ

アルPESと比較するとプロジェクトによる介入（直接的な技術支援）の度合いも活動期間も異な

るため、目標の到達レベルが区分されたということになる。 
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出所：プロジェクト資料を基に作成 

 

図１－１ プロジェクトの目標間の関係 

 

１－５ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の変遷 

JICAの開発調査｢雇用サービス改善調査｣（2007年3月～2009年3月）が実施されたあと、インド

ネシア政府から本プロジェクトの要請が上げられた。これを受けて、2009年7月に詳細計画策定調

査が実施され、PCMワークショップが実施された。この結果を受けて最初のPDMが（Version 0）

が作成された。このあと、2011年6月に中間レビュー調査が実施され、調査団より計画改定案が提

案され、これが2011年7月の合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）にて承認された

（Version 1）。改訂内容の主な点は付属資料4のとおり。 

 

 
 
 
 
 

非トライアル PES 
（2州の 35県・市） 

 
 
 
 
 
トライアル PES 
（7州の 10県・市） 
 

プロジェクト目標： 
トライアル PES とモデル 2 州の非トライアル
PES において、公平・公正で効率的な雇用サ
ービスが提供される 

上位目標： 
トライアル PES とモデル 2 州の非トライ
アル PESにおいて、雇用が促進される 
 

成果 1： 
PES 運営に関する国、
州、県・市の協働体制が

明確になる 

成果 2： 
PES の雇用サービスの
内容と実施手順が明確

になる 

成果 3： 
トライアルPESにおいて
雇用サービスが改善さ

れる 

成果 4： 
トライアル PESのノウハ
ウが非トライアル PES
に移転される 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 終了時評価調査の方法 

本調査は、『新JICA事業評価ガイドライン：第1版』（2010年6月）に基づいて実施された。すな

わち、①プロジェクトの現状把握・検証を行い、②それらをDAC評価5項目による評価基準から判

断し、③提言や教訓を導き出して次の段階にフィードバックするという枠組みの下、終了時評価

という時期的な性格から、事業の達成状況を総合的に検証することが主な狙いとされた。PDM

（Version 1）を事業計画としてとらえ、評価調査のデザインを行った。 

評価5項目の定義は次のとおりである。プロジェクト終了まであと4カ月あることから、妥当性、

有効性、効率性は実績に基づいて検証し、インパクトと持続性はそれまでの実績や活動状況に基

づいて今後の動向や実現可能性について評価することとした。 

 

表２－１ DAC評価5項目による評価の視点 

評価項目 視点 

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針

との整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 インプットに対する成果（定性並びに定量的）を計測する。開発援助が期待さ

れる結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っていることを示

す経済用語。最も効率的なプロセスが採択されたかを確認するため、通常、他

のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にも

たらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開

発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 
出所：JICA（2010年）『新事業評価ガイドライン：第1版』 

 

２－２ 主な調査項目 

本調査においては、以下の評価設問を中心に調査を実施した。 

（1）プロジェクトを実施した価値はあるか。 

（2）プロジェクトによりどのような効果が発現したか。 

（3）プロジェクト期間終了後の対応をどのようにすべきか。 

より詳細な評価設問は、それぞれの必要なデータ、情報源・データ収集方法とともに評価グリ

ッドに示したとおりである（付属資料5の「ミニッツAnnex 2」）。 

 

２－３ データ収集方法 

以下の情報源及びデータ収集方法を用いて情報を収集した。 

（1）討議議事録（Record of Discussions：R/D）、PDM、PO表、協議議事録（Minutes of Meeting：

M/M）、運営指導調査記録等のプロジェクト計画・マネジメントに関する文書のレビュー 

（2）プロジェクト作成の報告書等（活動進捗報告書、長・短期専門家報告書、定例会議の記録）
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のレビュー 

（3）日本人専門家及びカウンターパートからの質問票回答・ヒアリング 

上記方法で収集されたデータやその分析結果は、日本側の評価調査団によってまとめられたあ

と、日本・インドネシア側関係者により事実確認と協議が行われた。この結果を踏まえ、MOMT 

DGMPD局長と評価調査団長（総括）が終了時評価報告を含むM/Mに署名を行った。 
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第３章 プロジェクトの実績と現状 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

プロジェクト開始時から終了時評価調査時点（2012年5月）までで、専門家派遣は述べ98人/

月、機材供与287万円、研修員受入れ延べ27名、現地業務費約1,500万円が投入されている。各投

入は以下のとおりである。 

 

（1）専門家派遣 

専門家派遣として本調査時点までで延べ10名（約98人/月）が投入された。 

長期ではチーフアドバイザー、職業紹介サービス、業務調整／研修計画の3名が派遣され

ている。短期専門家はこれまで述べ7名（4.40人/月）が派遣された。分野はIT業務支援シス

テム、職業相談、求人開拓である。 

なお、長期専門家の派遣は完了時まで継続する予定であり、105.90人/月（専門家全体で

110.30人/月）の投入となる見込みである。 

 

表３－１ 専門家派遣の実績（完了時までの見込みを含む） 

  分野 期間 人/月 

長期専門家 1. チーフアドバイザー 2009年9月24日～2012年9月23日 36.00 

 2. 職業紹介サービス 2009年9月24日～2012年9月23日 36.00 

 3. 業務調整／研修計画 2009年11月27日～2012年9月23日 33.90 

   （長期専門家）計 105.90

短期専門家 1. IT業務支援システム1 2009年11月9～24日 0.53 

 2. IT業務支援システム2 2010年1月24日～3月8日 1.47 

 3. IT業務支援システム3 2009年11月15～28日 0.47 

 4. IT業務支援システム4 2010年2月28日～3月13日 0.47 

 5. 職業相談1 2010年10月5～26日 0.73 

 6. 職業相談2 2011年1月19日～2月2日 0.50 

 7. 求人開拓 2011年3月20～26日 0.23 

   （短期専門家）計 4.40 

   合計 110.30
出所：プロジェクト提供資料 

 

（2）機材供与 

2011年度、オートバイ20台とヘルメットがトライアルPES 10カ所に各2台ずつ供与された

（3億2,150万インドネシアルピア＝288万7,930円4）。 

 

                                                           
4 2012年 3月 30日のレートで換算（1,000インドネシアルピア＝8.98円）。以下においても同レートを適用している。

http://www.oanda.com/lang/ja/currency/converter/ 
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（3）研修員受入 

2009年度から毎年度1回ずつ、カウンターパート研修を実施している。2010年度の研修で

は、事前研修にて理論の説明を行い、本邦での研修では実践面に重点が置かれた。また、

2011年度の研修では、研修員の選考を兼ねて事前研修を実施する、帰国後の成果発表を義

務とする等の工夫を行った。なお、MOMT職員のほか、モデル州とトライアルPESの担当者

には平等に研修機会が提供されている。 

2012年度は2012年7月にMOMT職員を中心に研修員が選定され、実施される予定である。 

 

表３－２ 研修員受入れの実績 

 研修期間 研修員 研修員所属 主な研修先 

2009

年度 

2010年3月14～20日 

（7日間） 

9名 MOMT（DGMPD・DDMP・

DLMD） 

厚生労働省職業安定局、東

京労働局 

2010

年度 

2010年11月29日～

12月9日 

（11日間） 

6名 MOMT、中部ジャワ州労働

局、パティ県PES、スマラ

ン県PES 

東京労働局ハローワーク、

長野労働局ハローワーク、

静岡労働局ハローワーク 

2011

年度 

2011年10月29日～

11月8日 

（10日間） 

12名 MOMT、トライアルPES（サ

マリンダ市、パスルワン

県、マカッサル市、バンド

ゥン市、バントゥル県、ジ

ョグジャカルタ市、スラゲ

ン県、パダン市）ジョグジ

ャカルタ特別州労働局 

厚生労働省、東京労働局ハ

ローワーク、大阪労働局ハ

ローワーク 

2012

年度 

2012年7月（予定） 9名 

（予定）

未定 未定 

 合計 36名   
（注）2009年度の研修では研修員1名は2010年3月17日に帰国した。 

出所：プロジェクト提供資料 

 

（4）在外事業強化費 

日本側からは2011年度末（2012年3月）までに合計16億7,445万1,073インドネシアルピア

（1,504万1,000円）の支出が行われた。2010年度に支出された在外事業強化費は主に通訳・翻

訳に係る費用であり、また、業務支援システムの改修支援を目的として、現地コンサルタン

トとの業務委託契約に係る費用であった。2011年度に在外事業強化費として支出された通

訳・翻訳費は、2012年度は一般業務費として計上されたため、在外事業強化費としては発生

していない形となっている。また、2011年度は対象地域（トライアルPESのある地域）での活

動が大幅に増加したため、旅費等が増えている。 
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表３－３ ローカルコスト負担の実績（インドネシアルピア） 

 
一般業務費 

旅費（航空賃

含む） 

その他現地

業務費 
傭人費 合計 

2009年度 105,407,867 39,461,800 42,705,050 0 187,574,717

2010年度 260,603,985 182,723,800 89,250,742 83,950,000 616,528,527

2011年度 535,251,759 335,096,700 0 0 870,348,459

合計 901,263,611 557,282,300 131,955,792 83,950,000 1,674,451,703
出所：プロジェクト提供資料 

 

３－１－２ インドネシア側投入 

これまでのところ、以下のとおりの人員配置と業務費の支出（約1,500万円）等が投入されて

いる。 

 

（1）カウンターパート配置 

R/D記載のとおり、プロジェクトマネジャーはMOMT DGMPD局長、プロジェクトコーディ

ネーターは市場開発局長とDDMP局長が任命されている。 

このほか、技術面でのカウンターパートとして14名が配置されており、実質的なカウンタ

ーパートとなっている。カウンターパートは途中で4名が交替したほか、人数も増加した。チ

ームリーダー（DDMP局長）とサブリーダー（総務部長）の2名がプロジェクトの活動に専任

となる予定であったが、実際は本来業務のため多忙であり、兼任であったようである。現在

のカウンターパートは付属資料5の「M/M Annex 4-1」のとおり。 

 

（2）ローカルコスト 

2011年12月までに合計17億2,883万7,780インドネシアルピア（1,552万9,600円）の支出が行

われた。なお、2009年はカウンターパート部署であるDDMPとDLMDからの支出はなく、秘書

局と官房財務局から支出が行われたが、2010年と2011年の支出の大半はDDMPとDLMDからで

あった。 

 

表３－４ ローカルコストの実績（1,000インドネシアルピア） 

 
出張旅費 傭人費 謝金報酬 会議費 

事務用品、

車両費等
備品 資料作成 合計 

2009年 0 0 0 0 3,270 28,799 0 32,069

2010年 423,938 96,300 53,350 32,920 181,175 11,850 14,500 814,034

2011年 516,138 0 95,850 53,270 202,975 0 14,450 882,734

合計 940,076 96,300 149,200 86,190 387,422 40,649 29,000 1,728,837
出所：プロジェクト提供資料 

 

DLMDはプロジェクトの対象PESを含めてコンピュータを設置しているが、これらはプロジ

ェクトの予算（表3-4）として計上されていない。また、同局の2011年の予算では、本プロジ

ェクト以外の事業が優先されたため、一部の活動が遅れる可能性があり、日本側がこれを調
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整・支援することとなった。2012年については両局から同額の予算が計上されているとのこ

とであった。 

 

（3）オフィススペースの提供 

オフィススペースとして、日本人専門家と専任カウンターパートの執務室と電気・インタ

ーネット回線が提供されている。ただしオフィススペースが整備されたのはプロジェクト開

始から約3カ月が経過したあとであった。 

 

３－２ アウトプットの達成度 

終了時評価調査時点までの各成果の達成状況は次のとおりである。 

 

３－２－１ アウトプット1 

 

目標 PESの運営に関する国、州、県・市の協働体制が明確にされる 

指標 1-1 国、州、県・市の協働体制及び各組織の役割が明確に述べられる 

 

2012年2月、MOMT DGMPDから「雇用サービスにおけるPES List（後述）の活用」についての

通達（SE.01/PPTK/ii/2012）が発行された。このなかで、PES Listは州労働局と県・市PESが雇用

サービスを提供する際に標準化された指針とマニュアルであると明記されている。PES Listは州

自治体、県・市自治体を通じて、全国のPESに配布された5。PES Listのなかでは、MOMTと州労

働局の役割についても次のように述べられている。 

（1）MOMTは、各州労働局からPES Listの活用状況を定期的に把握する。項目の追加、削除

を検討し、PESリストを更新する役割を担う。 

（2）州労働局は、州内の各PESからPES Listの使用回数、課題、要望等を定期的に把握し、そ

の状況をMOMTに連絡する役割を担う。 

    

国、州、県・市の協働体制をテーマにしたワークショップがこれまで2回実施され（2011年4

月、2012年3月）、プロジェクトが対象とするPES 45カ所が参加した。2回目のワークショップで

はアンケートが取られており、雇用サービスに関する国、州、県・市それぞれの役割における

相違点や課題解決方法について、ワークショップ参加者の90％以上が「よく理解した」「理解し

た」と回答している。 

今回の調査で質問票やインタビューを通じて、本プロジェクトの対象である7州のうち5州の

州労働局が、国、州、県・市の協働体制について「明解に理解している」と回答し、1州が「少

し理解している」と回答した。対象のPESについては、インタビューを実施した4 PESのうち、3

県・市が「明解に理解している」と回答し、1県・市が「あまり明確に理解していない」と回答

した。 

また、地方分権下の行政では州政府や県・市自治体からの財政的支援も重要である。MOMT

やプロジェクト専門家は地方巡回時にこれら首長との面談を行い、活動周知や支援要請を行っ

                                                           
5 全国の PESに配布されたことになっているが、インドネシアの通信状況により確認することは難しい状況である。 
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ている。7県・市自治体（バントゥル県、ジョグジャカルタ市、スラゲン県、パダン市、パスル

ワン県、マカッサル市、サマリンダ市）からは予算面や人材育成に関してプロジェクトへの協

力が表明されている。また、各PESが面談の準備を行うことにより、PES内部での理解促進・コ

ミュニケーション強化につながったとのことである。なお実際に、バンドゥン市とパスルワン

県では自治体の予算でPESにパソコンが設置され、カランガニャール県では求人開拓を目的のひ

とつとして車両が供与された。 

 

３－２－２ アウトプット2 

 

目標 PESにおいて実施される公平・公正で効率的な雇用サービスの内容と実施手順が明確に

なる 

指標 2-1 PES Listが正式に雇用サービスを改善するツールとして採用される 

2-2 PES Listをサービス改善のツールとして利用するPESの数 

2-3 業務支援システムを利用するPESの数 

 

指標2-1は3-2-1で述べたとおり、PES Listが雇用サービス実施のための標準化された指針・マ

ニュアルであることがMOMT DGMPDより全地方自治体に通達されており、PES Listは正式なツ

ールとして採用されている。 

 

ボックス3-1 PES List 

PES Listは職業紹介サービスにおける項目を整理・記載した一覧表である。初版は2010

年7月に作成され、100以上の項目を網羅したものであった。その後、トライアルPESでの試用、

事前調査・トライアル導入研修での使用からのフィードバックを基に改良が進められた。 

PES職員が日常の業務においてより使用できるよう、雇用サービスの最低限の10項目を議

論・選定して「PES List基本10項目マニュアル」としてまとめられた。業務の現場では利用性

の高さから簡易版が主に利用されているようである。内容は、10項目の概要と確認内容の解説、

マニュアルの使用方法となっている。 

 

指標2-2についても、トライアルPESの10カ所ではPES Listを用いた雇用サービスの点検が複数

回行われており、活用しているといえる。インタビューを行ったPESでは、サービスの点検以外

にも、求人開拓や職業相談を行う際の事前の業務確認、業務上不明な点の参照等にも用いられ

ている。インタビューした州労働局と県・市PESの大半は「PES Listの内容を十分に理解してい

る」と回答し、「10項目に要約されており使いやすい」「職業相談の要点について教えてくれる」

「リストに照らして自分たちの課題が分かる」といったように使い勝手も評価している。他方、

東カリマンタン州労働局ではPES Listの位置づけがよく理解されていないとのことであった。 

指標2-3については、終了時評価時点でシステムが入れ替わっているところであった。入れ替

わる前にMOMTが推奨していたシステムは「BKOLナショナル」であるが、トライアルPESの10

カ所中9カ所が同システムを利用しており、1カ所は独自に開発したシステムを利用していた。 
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ボックス3-2 業務支援システム 

インドネシアでは各地においてさまざまな業務支援システムが使われていた。MOMTが推奨

するシステムを利用するPESのほかに、独自で開発したアプリケーションを使うPESもある。

こうした状況の背景として、業務支援システム導入に関するMOMTの度重なる方針変更が挙

げられる。2010年、MOMTは最初のシステムである「BKOLバルー」を開発したが、程なくし

てからこれをアップデートした「BKOLナショナル」を開発した。MOMTは「BKOLナショナ

ル」を正式に推奨するよう決定したものの、更にこのシステムにIPK機能を統合した「IPKオン

ライン」というシステムを開発し、その全国普及が現在進められている。 

なお、プロジェクトでは「BKOLナショナル」のマニュアルを作成済みである。 

 

３－２－３ アウトプット3 

 

目標 トライアル実施PESにおいて求人開拓機能を含む雇用サービスが改善される 

指標 3-1 PES Listで示されたサービス基準を満たすトライアル実施PESの数 

3-2 トライアル実施PESにおけるPES利用者（求職者及び求人者）の雇用サービスへの

満足の度合い 

 

トライアルPESがPES Listに基づいて雇用サービス業務の点検を行った結果は表3-5のとおり

である。2カ所のPES（ジョグジャカルタ市、バントゥル県）は既に10項目をクリアしている。

他の2カ所（スマラン県、パスルワン県）は9項目をクリアしている。大半のPESでは点検を行う

ごとにクリア項目が増加している。10項目に至っていないPESでも、点検結果を振り返って改善

のための対応策を取っている。例えば、スマラン県とスラゲン県のPESではクリアしなかった点

検項目について議論し、大半は実際に改善しているとのことであった。 

PES Listの利用方法としては、定期的（例えば3カ月ごと）に点検を行うPESが3カ所あり、そ

のほかは日常で用いたり不定期であったりPESにより工夫しているようである。 

 

表３－５ PES Listに基づく雇用サービスの点検結果（トライアルPES） 

 
トライアル開始

2011年 

7～9月 

2011年 

10～12月

2012年 

1～3月 

2012年 

4～6月 

パティ県 2011年3月 7 8 n.a. n.a. 

スマラン県 2011年3月 n.a. n.a. 9 9 

スラゲン県 2011年5月 n.a. 7 8 8 

ジョグジャカルタ市 2011年5月 n.a. 6 7 10 

バントゥル県 2011年6月 n.a. 6 6 10 

パダン市 2011年7月  n.a. 8 n.a. 

マカッサル市 2011年7月  7 n.a. n.a. 

サマリンダ市 2011年7月  5 n.a. 8 

パスルワン県 2011年8月  6 9 n.a. 

バンドゥン市 2011年9月  6 n.a. n.a. 
（注）点検結果は自己点検したものがプロジェクトに報告されたものとプロジェクトが直接点検したものとが混じっ

ているため、単純な比較はできない。また、自己点検していてもプロジェクトに報告していない可能性もある。 

出所：プロジェクト提供資料 
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このようにトライアルPESでは全般的に業務改善が進んでいる。プロジェクトは10カ所のトラ

イアルPESに同様のインプットを行ってきたが、PESにより改善の状況は異なっている。進捗著

しいPESを考察したところ、改善をもたらす促進要因のひとつは所長のリーダーシップであると

考えられる。課題とPES内の現状をよく把握し、地方自治体とのコミュニケーションを積極的に

図ることで、予算を含む支援を地方自治体から受けている。また、別の要因として課題解決に

おけるチームアプローチが挙げられる。業務上の課題が複数の職員で共有され、ともに解決策

が練られ、実践されることで改善がより生じやすくなっているようである 

指標3-2の利用者の満足度に関しては、これまで意見箱を置いて利用者（求職者と求人者）の

意見を聞くPESもあったが、2012年2月からプロジェクトが提案した満足度調査票を用いるPES

が増えた。例えば、スマラン県のように毎月1回決まった日に来所する利用者が回答するPESも

あれば、スラゲン県のように毎日の利用者に記入してもらい毎月集計するというPESもある。い

ずれのPESでも回答結果は集計したうえで、職員が定例会議で共有しているとのことであった。

これらの調査結果について各PESがプロジェクトに対して報告することは義務ではないため6、

全PESの結果は得られていない。 

表3-6はPES 6カ所における満足度調査の結果である。すべての利用者が「満足している」また

は「とても満足している」と回答しており、満足度の高い雇用サービスが提供されていること

が推察される。なお、この結果は改善に向けた取り組みを始めたばかりの非トライアルPESの結

果より高いことからも（表3-9）、トライアル活動の成果が推察される。 

 

表３－６ 利用者の満足度調査結果（トライアルPES） 

 満足度 有効 

回答 

調査 

期間 施設の使い勝手 職員の態度 窓口サービス

スマラン県     
2012年

2月9日
求職者 2.5 2.5 2.5 22 

求人者 2.6 2.6 2.0 3 

スラゲン県     2012年

3月 求職者 2.3 2.3 2.3 34 

ジョグジャカルタ市     
2012年

2月7日
求職者 2.1 2.2 2.2 10 

求人者 2.3 2.6 2.3 2 

バントゥル県     2012年

2月8日求職者 2.4 2.4 2.3 20 

パダン市     2012年

2月7日求職者 2.8 3.0 2.8 6 

サマリンダ市     2012年

3、4月求職者 2.5 2.4 2.5 89 
（注）スケールは、3-とても満足している、2-満足している、1-あまり満足していない、0-満足していない。サマリン

ダ市の調査期間については3、4月のどの期間か特定できなかった。 

出所：プロジェクト提供資料 

                                                           
6 PDM上では指標となっているが、プロジェクトでは収集よりも各 PESで満足度調査の実施が定着することに重点を置いたため、報

告を義務としなかった（プロジェクト専門家ヒアリング）。 
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３－２－４ アウトプット4 

 

目標 トライアル実施PESでのノウハウがトライアル実施州の他のPESに移転される 

指標 4-1 雇用サービスに携わる職員が研修・巡回指導を受けたPESの数 

4-2 雇用サービスにかかわるセミナー・研修･巡回指導に関する参加者の満足の度合い

 

モデル実施州の1つである中部ジャワ州では、3カ所のトライアルPESの経験が州内のPES 32

カ所と共有されている。州の労働局は研修目的のワークショップを毎年開催しており、ここで

は日常のトライアル活動のみならず、本邦研修参加者が得た知見も共有されている。 

もう1つのトライアル実施州であるジョグジャカルタ特別州においても、2012年4月に州労働

局が同様のワークショップを開催し、トライアルPES 2カ所の経験が3カ所の非トライアルPESに

紹介された。 

2012年3月には、MOMTが中部ジャワ州のスマランで、トライアルPESの経験を共有すること

を目的としてワークショップを開催した。同ワークショップには7州10カ所のトライアルPESと、

中部ジャワ州とジョグジャカルタ特別州のすべての非トライアルPESから合わせて75名が参加

した。このワークショップでは終了時に参加者による自己評価が行われており、表3-7のとおり、

大半において満足度・理解度ともに高いものであった。 

 

表３－７ ワークショップの評価 

 良い 普通 悪い 

1．以下は業務に役立つものであったか    

- PESの業務 74％ 26％ 0％ 

- SPM（政府が定めた最低サービス基準） 81％ 19％ 0％ 

- BKOLとIPK（業務支援システム） 80％ 17％ 3％ 

- PES研修（業務改善） 68％ 28％ 4％ 

2．以下の説明・講義はどうであったか    

- PESの業務 58％ 41％ 1％ 

- SPM（政府が定めた最低サービス基準） 72％ 28％ 0％ 

- BKOLとIPK（業務支援システム） 74％ 23％ 3％ 

- PES研修（業務改善） 71％ 25％ 4％ 

3．以下に関する理解はどうであったか    

- 公的雇用サービスにおける州と県・市の役割 46％ 52％ 1％ 

- 雇用サービスに関する問題解決方法 45％ 49％ 6％ 

- 地域社会への雇用サービス 44％ 55％ 1％ 

- PES LISTの目的と使用法 42％ 57％ 1％ 
出所：プロジェクト提供資料 

 

表3-7の結果以外に加えて、現地調査でインタビューを行った州労働局と県・市PESの職員の

大半からこれまで受けた研修に満足しているとの回答があった。 
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３－３ プロジェクト目標の達成度 

 

目標 トライアル実施州のPESにおいて公平・公正で効率的な雇用サービス〔以下（1）～（4）

の観点から改善されたサービス〕が提供されるようになる 

（1）職業相談の実施や、的確な求人情報提供等による求職者業務の改善 

（2）求人開拓の実施等による求人業務の改善 

（3）コンピュータを用いたデータ管理・運用の導入等による効果的・効率的な職業紹介

業務の実施 

（4）利用者の視点に立った業務の実施、職員の資質向上 

指標 1 トライアル実施州においてPES Listで示されたサービス基準を満たすPESの数 

2 トライアル実施州においてPES利用者（求職者及び求人者）の雇用サービスへの満足

の度合い 

 

プロジェクト目標としてめざしたサービス改善は上記（1）～（4）のとおりである。プロジェ

クト目標の達成度の検証の指標として、これらを要素として含むものとしてPES Listによる点検結

果（サービス改善の状況）と、改善したサービスに対する利用者の満足度を検証の指標として用

いている。なお、プロジェクトが対象としている45カ所のPESのうち、1-4-1で延べたとおり、トラ

イアルPES 10カ所と非トライアルPES 35カ所で区分して達成状況を確認する。 

 

（1）サービス改善の状況 

トライアルPESについては、3-2-3で述べたとおり7、10カ所のうち2カ所が既に10項目をクリ

アし、2カ所が9項目をクリアしている。また、大半のPESでは点検を行うごとにクリア項目が

増加している。加えて、実際に雇用サービスの業務改善が具体的な形となって現れている（表

3-8）。 

 

表３－８ トライアルPESでの業務改善事例 

要素 業務改善の事例 
改善のあ

ったPES 

求職業務 - PES内のレイアウトが利用者の導線に合わせて改善さ

れた。 

10カ所 

- ジョブカウンセリング用の独立したスペースが設けら

れた。求職者のプライバシーに配慮して相談窓口にパ

ーティションが設置された。 

8カ所 

- 就職率の年間目標を設定し、壁面のボード上で進捗管

理を行っている。 

1カ所 

求人業務 - 求人開拓の実施計画を策定したり、企業訪問回数を増

やした。 

2カ所 

- 企業に合ったIPKや求職者情報を準備したうえで企業

訪問を行っている。 

1カ所 

                                                           
7 ターゲットグループである 45県・市の PESのうち、トライアル PES 10カ所についてプロジェクト目標の指標の一部とアウトプッ

ト 3の指標が重複している。本調査ではこのロジックのまま、区別して記載するようにした。 
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業務支援システ

ムを用いた効果

的・効率的業務 

- 各職員が机上に労働市場統計データを用意したうえで

業務を行っている。 

1カ所 

- 「BKOLナショナル」や県政府のURLアドレス周知板を

設置した。 

1カ所 

利用者の視点に

立った業務 

- 求職者が待ち合わせ時間を快適に有効に使えるように

なった。例えば、椅子背面にポケットを作り、求職者

向け資料を自由配布している、番号札を配布する等。 

3カ所 

- 求職者の希望、興味を踏まえたジョブカウンセリング

を行うようになった。 

2カ所 

- 求職者が必要な情報が電話やSMS（携帯電話のメッセ

ージ機能）によって提供される。 

1カ所 

- 窓口や業務の流れ図を作成し、掲示している。 3カ所 

- 求職登録カード（Antar Kejra I：AK-1）手続き窓口やそ

の他の窓口のサイン板を表示している。 

5カ所 

- AK-1手続きに必要な書類の説明表示板を設置した。 2カ所 

- 来所者（求職者）のために待ち合い椅子が設置された。 2カ所 

- 求人情報がより整理された形で、利用者が見やすい形

で掲示されるようになった（区域ごとに整理して掲示

されたり、掲載順に整理されたりするようになった）。 

9カ所 

- 新聞社の協力を得て、PESが提供する求人情報が新聞に

掲載されるようになった。 

1カ所 

- 利用者満足度調査を開始した。または、意見箱が設置

された。 

3カ所 

その他 - PESは雇用サービスに関する活動について県広報担当

者に報告するようになった。 

1カ所 

- （本邦研修等を通じて）より経験のある職員がワーク

ショップ講師として他のPESと経験を共有した。 

3カ所 

- 職業訓練分野との連携が強化された。 1カ所 
出所：プロジェクト提供資料と関係者インタビューを基に作成 

 

非トライアルPESにおける目標の達成状況としては、全35カ所がプロジェクトのめざした

「PES Listの活用を始めている」状態にある。これらのPESは2012年3月にスマラン県で行われ

たワークショップでPES Listについて説明を受けており、ワークショップのなかでPES Listを

用いた自己点検を行っている（平均して10項目中4.9項目クリアした8）。なお、同ワークショ

ップでは、トライアルPESは平均8.3項目クリアしているが、これはトライアル活動の成果で

あり、今後非トライアルPESに波及していくことが望まれる。 

ワークショップ後のPES Listの活用状況は各PESにより異なっている。2012年3月に集計され

た調査（プロジェクトが行っているエンドラインサーベイ）によると、回答のあった32カ所

のうち1カ所は定期的に利用しており、7カ所は少なくとも1回利用している。 

非トライアルPESにおける業務支援システムに関する目標設定は「BKOLナショナルまたは

同等の機能を有する業務支援システムを活用する準備が整っている」ことである。これにつ

                                                           
8 カランガニャール県 PESでは、2012年 3月の自己点検で 8項目をクリアしていたが、その後残る 2項目も改善したとのことである。 
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いては、2012年4月にリリースされたばかりの「IPKオンライン」は全35カ所に導入されてお

り、その前身である「BKOLナショナル」は非トライアルPES 35カ所中29カ所で利用されてい

た。そのほかは独自のシステムを活用していた。 

 

（2）利用者の満足度 

3-2-3で延べたとおり、利用者アンケートが確認できたトライアルPES 6カ所ですべての利用

者がPESの雇用サービスに「満足している」または「とても満足している」と回答している。 

また、非トライアルPESについて、利用者の満足度調査の結果は表3-9のとおり、これまで

プロジェクトが実施してきたワークショップの成果もあり、おおむね良好な結果が出ている。 

プロジェクトによる直接的な技術指導が行われたトライアルPESが非トライアルPESよりも

高い利用者満足度を示していることから、プロジェクトの継続的な取り組みがPESのサービス

向上に寄与していることが認められる。 

 

表３－９ 利用者の満足度調査結果（非トライアルPES） 

 満足度 有効 

回答 

調査 

期間 施設の使い勝手 職員の態度 窓口サービス

グヌンキドゥル県     2012年 

4月8～12日求職者 2.1 2.0 1.8 32 

スレマン県     2012年 

4月1～7日求職者 2.5 2.4 2.4 31 

クロンプロゴ県     
2012年 

5月1～10日
求職者 2.0 2.1 2.0 27 

求人者 2.0 3.0 2.0 1 
（注）スケールは、3-とても満足している、2-満足している、1-あまり満足していない、0-満足していない。 

出所：プロジェクト提供資料 

 

３－４ 上位目標の達成度 

 

目標 トライアル実施州のPESにおいて、雇用サービスの機能を強化することにより雇用が促

進される 

指標 1 トライアル実施州のPESにおける登録求職者数 

2 トライアル実施州のPESにおける登録求人数 

3 トライアル実施州のPESにおける求人充足数 

 

上位目標の指標となっている上記の統計については、対象45カ所の大半のPESから部分的にプロ

ジェクトに提出されている。しかしながら、以下の理由から、これらのデータを用いて現時点で

上位目標の達成度を検証することは難しい。 

第一に、「IPKオンライン」は導入されたばかりであり、以前のシステムに蓄積されていた過去

のデータが移行できない状況にある。よって、経年変化を見ることができない。第二に、求職者

数と求人者数は、PESの雇用サービスが改善されたこと以外にも域内外の経済状況等、外部から影

響を大きく受ける。また、公務員採用のある年は双方の数字が急増することも要因のひとつであ

る。第三に、トライアルの活動が開始されてから1年も経過しておらず、プロジェクトの成果とし
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ての変化を期待するにはまだ時間を要すると考えられる。 

 

３－５ 実施プロセスの状況 

中間レビュー以降、活動実施上に大きな遅れはなく、おおむね計画どおりに進んでいる。この

促進要因のひとつ1-4-1で述べたとおり、PDM改定後に目標の到達レベルについてプロジェクト間

で明確にされ、共有されたことだと思われる。その他、実施プロセスにおいて特記すべき事柄は

次のとおりである。 

 

３－５－１ プロジェクトのモニタリングと計画修正 

プロジェクトでは開始時より、ほぼ毎週の定例会議において活動の進捗や課題、実施方法に

ついて情報共有が行われている。2011年6月の中間レビューで指摘されたプロジェクト活動の進

捗モニタリング体制の確立やプロジェクト目標に対する共通認識については対応済みである。

同レビューで出された提言に基づき、2011年7月にPDMとPO表が改訂された。また、PO表の活

動ごとに実施責任者を決めたうえで、活動の時期や方法について定例会議で議論しつつ、軌道

修正を行っている。指標の一部は収集困難であるが、これはIPKの機能によるところが大きく、

システムのバージョンアップが途上であったこともありやむを得ないものと思われる。 

 

３－５－２ トライアル公的雇用サービスセンター（PES）での集中的活動 

インドネシアの国土は広大であり、地方分権化の進捗状況や州、県・市の役割等は地域によ

って異なっている。中間レビュー以降、プロジェクトは10カ所のトライアルPESを選定して他地

域へのモデルとなるべく集中的に活動を実施するアプローチを取ることとした。10カ所での活

動は付属資料6のとおりである。プロジェクトによる直接的な技術指導もあり、PES Listの点検

や利用者満足度調査の結果は非トライアルPESより高く（表3-5、3-6、3-9）、実際に業務改善が

形となって現れている（表3-8）。さらにこれらの経験が成功事例として他のPESに紹介され、業

務改善につながっている例もあり、このアプローチは機能しているといえる。 

 

３－５－３ 中間レビューで出された提言のフォローアップ状況 

提言の大半は以下のとおり対応済みである。 

（1）成果が具体化されたことでカウンターパートとの活動に関する共通認識が進み、活動実施

がスピードアップした。 

（2）PES Listを用いた雇用サービスの業務改善の促進がより強化されるため、また、持続的な

ものとなるためにPES Listが公式ツールと認定されることが提言となっていたが、その旨、

2012年2月にMOMTの通達で示されている。 

（3）業務支援システムの改修が行われ、プロジェクトが支援してきた「BKOLナショナル」が

正式に推奨されることとなった。のちに同システムを改良した「IPKオンライン」が正式に

普及されることになった。 

（4）本邦研修参加者を中心とするトライアルPESの職員がワークショップ講師となって非トラ

イアルPESへ経験共有をしている。MOMTも主催する研修ではプロジェクトで養成された職

員に講師依頼を行うよう努めている。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

以下の理由から本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

４－１－１ インドネシア開発計画政策との合致 

「国家中期開発計画（2004～2009年）」で設定された目標のひとつが失業率の低下であった。

同後継計画（2010～2014年）でも雇用拡大は経済セクターの目標のひとつであり、雇用拡大は

国家福祉として説明されている。また、大統領令36号（2002年）は、職業紹介を含む雇用サー

ビスは国家の義務であるとし、労働移住省令は、職業紹介制度と労働者雇用の地方分権化につ

いて記している（No.PER.07/MEN/IV/2008）。 

 

４－１－２ インドネシアにおける雇用サービスに関するニーズとの一致 

インドネシアにおける失業率は2009年の8.14％から2012年の6.32％に低下しており、順調な経

済成長の影響もあり改善傾向にある。一方で、いまだ761万人が完全失業状態にあり、1,487万人

がフルタイムの定職を得ていない半失業状態にあると推計されており、公的雇用サービスへの

ニーズは依然高いと考えられる。 

 

４－１－３ 日本の政府開発援助（ODA）政策との合致 

日本の対インドネシア「国別援助計画（2004年）」によると、援助優先分野のひとつは「民間

主導の持続的成長」であり、これに関連した戦略のひとつが「投資環境の改善に資する経済イ

ンフラの整備」となっている。2012年4月に策定された国別援助方針では、インドネシアが中・

長期的な安定を確保するためには、継続的な経済成長の実現とその地方への波及を通じた国内

の所得格差・地域格差の是正、雇用機会の確保、災害や感染症に対する脆弱性の克服等が重要

であると述べられている。 

 

４－１－４ 手段の適切性 

プロジェクトは県・市レベルのPESを主要ターゲットとして定め、活動を実施してきた。イン

ドネシアでは、PESのほかにも職業訓練校や民間の人材紹介企業が雇用サービスを提供している。

しかしながら、これらの機関によるサービスは対象が卒業訓練校の卒業生であったり、海外出

稼ぎを希望する人であったり、一部のホワイトカラー層であったりと限定的である。他方、PES

が提供する雇用サービスは誰でも利用が可能であり、求人職種の幅も広いことから、社会的セ

ーフティネットとしての役割も期待できる。MOMTも同様の認識である。 

 

４－２ 有効性 

現在の取り組みがプロジェクト終了時まで継続すれば高い有効性が期待される。 

 

４－２－１ プロジェクト目標の達成状況 

3-3で述べたとおり、トライアルPES 10カ所では、PES Listと業務支援システムを活用して雇用

サービスの業務が改善されている。35カ所の非トライアルPESでもPES Listと業務支援システム
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を使ったサービスが開始される状態にあり、業務改善が実際に行われているPESもある。これら

の進捗状況をかんがみると、2012年9月のプロジェクト終了時までにプロジェクト目標は達成さ

れると考えられる。 

 

４－２－２ プロジェクト目標達成に対するアウトプットの寄与 

PES Listはインドネシアの状況を十分に踏まえて日本のハローワークの知見を基にプロジェ

クトによって開発・改良されたものである。トライアルPESがこれを活用することによって雇用

サービスを改善し、この成功事例が非トライアルPESと共有されている。図1-1で示したとおり、

PES Listを中心としてプロジェクトのアウトプットが目標達成に貢献しているといえる。 

 

４－２－３ プロジェクト目標達成の促進要因・阻害要因 

3-5-3で述べたとおり、プロジェクトは10カ所のトライアルPESに技術指導やモニタリングとい

った活動を集中させ、その知見を他のPESに移転させるというアプローチを取っている。これは

トライアルPESと非トライアルPESの双方に業務改善をもたらす促進要因のひとつであったと考

えられる。 

また、プロジェクト目標達成にとって重要な外部条件としてプロジェクトで養成された人員

が継続して勤務すること、業務支援システムがタイムリーに開発されることが挙げられていた

が、どちらもプロジェクトの進捗・成果に大きな影響は与えていない。 

 

４－３ 効率性 

以下の理由から本プロジェクトの効率性は中程度と判断される。 

 

４－３－１ 成果の産出程度 

プロジェクトがめざした成果はおおむね計画どおりに算出されている。例えば、雇用サービ

ス提供における国、州、県・市の協働枠組みはPES Listのなかで明確になっており、インタビュ

ーによれば関係者の理解度も高い。同じくPES Listと業務支援システムを通じて雇用サービスの

実施手順が明確になっており、トライアルPESにおける業務改善につながっている。また、この

経験が他のPESと共有されて広がりをみせている。 

 

４－３－２ 投入から成果への転換 

プロジェクト期間の前半は活動が予定どおり進まない状態であったが、中間レビュー以降、

プロジェクトの活動は大幅にスピードアップした。この点において、投入が効率よく成果につ

ながった要素として以下が挙げられる。 

 

（1）インドネシア側のカウンターパートが適切な部署から配置された。 

PES Listと業務支援システムは雇用サービスの改善に不可欠な要素である。これらを所管

する部署としてDDMPとDLMDから人員配置が行われた。 

（2）短期専門家の派遣が計画どおりに行われた。 

プロジェクト前半に集中して短期専門家が派遣され、必要な技術的インプットが行われ

たことにより、後半のPES Listに基づく技術指導や業務支援システムの開発が大いに進んだ。 
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（3）これまで27名が本邦研修に参加した。 

モデル州の労働局2カ所、トライアルPES 10カ所を含めた適切な人選であった。また、研

修員は帰国後にPES内で同僚と成果を共有するだけでなく、ワークショップ講師として他の

PESとも共有している。このほか、携帯電話やインターネットを通じて情報共有も積極的に

行われている。 

（4）オートバイ20台を供与した。 

インタビューを行ったPESではいずれも求人開拓や職業訓練校の雇用サービスの業務指

導を目的として利用されている。維持管理費用もPES内で工夫して捻出されている。 

 

４－４ インパクト 

上位目標の達成は時期尚早であるが、その他の正のインパクトが生じている。 

 

４－４－１ 上位目標の達成見込 

プロジェクトの成果として上位目標の達成を検証することは時期尚早であるが、雇用サービ

スの改善は雇用促進の大きな要因のひとつであり、達成見込みはあるといえる。ただし、求人

は地域の経済や産業の状況によるところが大きいという背景を押さえておく必要がある（例：

衣料・縫製の工場が多い地域では多くの求人は女性を対象としている。一般的に、中高年層、

低学歴の人々、地方における大学卒業生、障害者等に対する求人は少ない傾向にある等）。 

 

４－４－２ その他の正・負のインパクト 

第一に、プロジェクト対象7州45カ所のPESとモデル2州の労働局の知見は、他の地域にも波及

している。例えば、西ジャワ州の労働局はトライアルPESと協力してワークショップを開催し、

州内の38カ所のPESにプロジェクトの経験を共有している。また、南スラウェシ州ではトライア

ルPESの経験が共有されたことがきっかけで5カ所のPESにおいてPES Listが活用され、更にトラ

イアル活動が行われなかった州にも普及している。また、ジャンビ州の労働局は州内8カ所のPES

でPES Listが活用されるべく準備中である。 

第二に、プロジェクトが実施するワークショップや研修で知り合った職員が連絡を取り合う

ようになるなど、県・市のPES間のネットワークが強化されたことも大きなインパクトである。

一例として、中部ジャワ州のカランガニャール県PESによるジョグジャカルタ特別州バントゥル

県PESへのPES Listの活用や業務改善について学ぶことを目的とした訪問が挙げられる。また、

インドネシアではメールやSMSを利用して、業務上の相談も含めて気軽に連絡を取り合ってい

る。 

なお、負のインパクトはこれまで生じていない。 

 

４－５ 持続性 

以下で述べる現状や今後の計画が担保されれば、プロジェクトの持続性は高いと見込まれる。 

 

４－５－１ 政策・制度的側面 

失業率の減少は現行の「国家中期開発計画」でも目標のひとつとなっており、雇用促進は国

家福祉の一部として述べられている。労働移住省令では労働分野のSPMを定めており、このう
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ちのひとつが就職の改善に関するものである。 

MOMT DGMPDの優先プログラムには、「IPKオンライン」の全国普及、SPMを満たすための

PESの能力強化、職業紹介専門職員の能力強化が含まれており、これらはプロジェクトの方向性

と合致するものである。また、MOMTの通達により、PES Listは州労働局と県・市PESが雇用サ

ービスを実施する際に共通して用いられる指針・マニュアルであることが明らかにされている。 

 

４－５－２ 組織・財政的側面 

プロジェクトの主要な要素（PES Listと業務支援システム）を所管するのはMOMT DGMPDの

DDMPとDLMDである。これらの部署では2009年以降の職員数は微増しており、2013年には能力

強化のための十分な予算が確保されている。 

県・市レベルでは、職業紹介の一般職と専門職員の異動はあまり行われず、人員は比較的安

定している。予算面では、経常費用は地方政府から割り当てられるが、特別な目的があれば

MOMTからも州政府経由にて予算が配賦される。例えば、「IPKオンライン」の利用を促進する

ことを目的として、DLMDは2012年各県・市に5,000万インドネシアルピア、各州に1億2,500万イ

ンドネシアルピアを配賦した。この予算にはオペレーターの手当、事務用品、インターネット

契約、求人開拓に係る費用、企業のモニタリング費用、本省への出張旅費（州のみ）が含まれ

ているが、公正で効率的な支出となっているか適宜確認する必要がある。今回インタビューを

行ったPESの大半では、雇用サービスを提供するための必要な予算が十分に確保されている。 

 

４－５－３ 技術的側面 

インドネシア国内での研修・ワークショップ、本邦研修、プロジェクトによる直接指導を通

じて、PES Listの活用方法を含めて十分な知識・技術を身に着けた職業紹介専門職も増えてきた。

職業紹介専門職の養成は政府の労働研修所が毎年行っていることに加え（参加実績は2009年38

名、2010年77名、2011年29名）、DDMPも次のとおり、人材養成の取り組みを各種行っている。 

 

（1）2012年2月、中部ジャワ州でプロジェクトの経験を共有するため、対象45カ所のPESを招

いてワークショップを開催した。 

（2）2012年6～9月、求人開拓・職業相談に関する研修（3日間）を予定している。研修では求

人掲示板が供与される。100県・市のPESが対象となっている。 

（3）広域職業紹介に関するリーフレットが作成された。 

（4）2012年は職業指導・職業紹介に関する研修を5回に分けて実施される。この研修のなかで

PES Listの活用が講義の一部に組み込まれている。また、このほか、技能研修も実施される。 

（5）2013年は政府の労働訓練所における研修1件に加えて、職業紹介専門職の研修を3件（各回

30名）予定している。本プロジェクトの経験（トライアルPESでの取り組み）を反映させて

研修モジュールの改訂を行う。 
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４－６ 結 論 

上述のとおり、プロジェクトはほぼ計画どおりにアウトプットを生んでおり、プロジェクト目

標も期間終了時までには達成されると思われる。評価5項目の観点からみると、プロジェクトの妥

当性と有効性は高く、効率性も中程度である。インパクト発現の道筋はあり、効果の持続性も期

待される。 

プロジェクトは中間時点以降、活動実施のスピードを上げ成果を生みつつある。トライアル地

域のPESでは、PES Listと業務支援システムの活用により雇用サービスの業務改善が進んでおり、

これらの経験が非トライアルPESに波及し、幾つかのPESでは業務改善につながっている。こうい

ったプロジェクトの取り組みが今後もMOMT、州労働局、県・市PESにより継続されれば、結果と

して更なる雇用促進に貢献すると思われる。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

５－１－１ プロジェクト終了時までに対応が望まれる事項 

（1）DDMPは2012年度中に職業紹介専門職を対象とする研修のモジュールを改訂することを予

定している。プロジェクトの経験を反映させるということであるが、標準化されたツールと

してのPES Listの活用がより促進されるように、この項目がモジュールに組み込まれること

が重要である。 

（2）県・市PESの職員が効果的で公正な雇用サービスを提供するために、州労働局は調整役と

して情報提供・技術支援等を行うことが求められている。特に、州労働局の専門職員は県・

市レベルの業務をモニタリングし、改善のために支援するためのキーアクターとなる。州労

働局の専門職員のモニタリング技術をより強化するために集中的な技術指導を実施するこ

とが求められる。 

 

５－１－２ 継続して対応が求められる事項 

（1）求人は地域の経済や産業の状況等の外部要因により特定の人々に限定されることがある。

こうした影響を受けやすいのはPESにアクセスすることが容易でない人々（例：障害者、僻

地に居住する人々等）であり、公正な雇用サービスを実現するためにPESが社会的セーフテ

ィネットとして機能する意義は大きい。そのためには、PESが各地域での状況を把握し、地

元自治体や関連する他機関と連携しながら対応策を取ることが望まれる。 

（2）MOMTは労働分野におけるSPMを設定している。これに沿って、労働市場開発局は2014

年までに「IPKオンライン」を全国に普及する計画であり、そのために各地へのコンピュー

タ設置や研修を行っている。DDMPも職業紹介に関してはさまざまな人材育成プログラムを

有している。効果的で公正な雇用サービスを促進するためにはこれらの2部署の連携が不可

欠である。職業紹介サービスのプロセスのなかで「IPKオンライン」が効果的に用いられる

ためにも2部署は情報共有・意見交換を継続する必要がある。研修実施に際しても、各部署

が別々に行うのではなく、例えば片方が主催する研修に他方の要素を入れて講師を派遣する

等、協働することが研修主催者と参加者の双方にとって効果的かつ効率的な業務改善の機会

になると考えられる。 

（3）MOMTはワークショップ講師への登用等により、プロジェクトによって養成された人材

の経験を活用している。これはMOMTのリソースやプロジェクトの投入を効率的に活用す

ることだけでなく、これらの職員が知識や技術をブラッシュアップするために格好の機会と

なっており、今後も継続されることが望まれる。 

（4）雇用促進は雇用サービスの改善以外にも外部要因の影響を受けるため、この改善を登録求

職者数や登録求人数（上位目標で設定された指標）で検証することは難しい。これらの指標

を用いる場合には、雇用における外部要因の影響を注意して分析する必要がある。他方、3

つ目の指標である求人充足数（率）は県・市PESの雇用サービスの質や量を表すことができ、

SPMの指標である就職者数（率）と類似している。MOMTはプロジェクト終了後に上位目標

の進捗を検証する際、これらの指標を併せて用いることが望ましい。 
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５－２ 教 訓 

今後同様のプロジェクトが計画・実施される際には以下の点に留意する必要がある。 

（1）地方分権化が急速に進んでいる国では、地方分権にかかわるステークホルダーとその役割

や関係性、予算と情報の流れ、成果と課題等について計画段階から可能な限り明確にしてお

くことが重要である。また、これらの状況も地方によって異なる点にも留意が必要である。

このような点に留意することにより、プロジェクトが優先すべき事柄や取るべきアプローチ

が明確となり、効果的・効率的な計画・実施につながることが期待される。 
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第６章 団員所感 
 

６－１ 「雇用安定政策」担当団員所感 

６－１－１ 今回の調査の主要論点 

対処方針会議より、以下の4点が今回の調査の主要論点として挙げられていた。以下、所感を

列挙する。 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

（2）各成果の達成状況 

（3）上位目標の達成見込み 

（4）今後の協力可能性 

 

６－１－２ 調査結果 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

終了時評価調査時のPDMにおけるプロジェクト目標は、「トライアル実施州のPESにおい

て公平・公正で効率的な雇用サービスが提供されるようになる」ということであり、雇用

サービス（PES Listに基づく各PESのサービス向上）及び業務支援システム〔IPKオンライン

（BKOL）〕の活用の2つの側面からプロジェクト目標の達成状況について調査した結果は以

下のとおり。 

まず、雇用サービスについて。トライアルPES（10カ所）では、本プロジェクトの成果物

であるPES Listに基づくサービスチェック（10項目）をおおむねクリアしている。また、PES 

Listが、全州、県・市にMOMTから通達されている。業務支援システム〔IPKオンライン

（BKOL）〕の導入及び活用については、2014年までに全県・市のPESにシステムの端末を設

置するための予算が確保される予定であることをMOMT等への聞き取りにより確認できた。 

しかしながら、MOMTにおいて雇用サービスとシステムを所管する局が異なり十分な連

携が行われていない面があること、地方分権化により中央の政策がどこまで拘束力を有し

実施されるのか、システムに係る予算が目的どおり使われているのかをMOMTが検査、確

認する機能を十分に有していない点は指摘しておく必要がある。 

 

（2）各成果の達成状況 

上記のとおり、PES ListがMOMTから全州、県・市に通達されている。また、トライアル

PES以外の職員も参加するMOMT主催のワークショップにおいて、本邦研修に参加したトラ

イアルPESの職員が講師になるなど、トライアルPES以外へもプロジェクトで形成された知

見の展開・共有がみられる。 

 

（3）上位目標の達成見込み 

トライアルPESが所在する州における上位目標の達成見込みについて、経済発展・危機に

よる求人数の自然増・減など外部要因が予想不可能なため、本調査の段階において明確に

肯定・否定することは困難と考えられる。 



 

－27－ 

（4）今後の協力可能性 

一部の地域で芽が出始めた段階でわが国の協力を終了させることで、今後のインドネシ

アによる自立発展（サービスとシステムの全国展開）に影響が出ることが考えられる。プ

ロジェクト目標を達成する見込みとなった大きな要因は、わが国から派遣されている3名の

地道な活動の成果といえるからである。 

今後の協力という意味でも、3名の専門家には、残りのプロジェクト期間において、MOMT

が本プロジェクトの成果物の全国への展開を実現するための手法について、MOMTととも

に短・中期及び長期それぞれの工程表の作成等を企画、立案することが求められる。 

 

６－１－３ まとめ 

2011年6月の中間レビューで修正したプロジェクト目標の達成に向けて進捗している。トライ

アルPESでは、本プロジェクトの成果物であるPES Listに基づくサービスチェックをおおむねク

リアし、業務支援システムの導入、普及に関しても、2014年までに全県・市のPESにシステムの

端末を設置するための予算が確保されている。 

プロジェクト目標をおおむね達成する見込みとなった大きな要因は、2011年の中間レビュー

後の専門家の活動によるところが大きいといえる。よって、プロジェクト終了後のインドネシ

アの自立発展（サービスとシステムの全国展開）について引き続きフォローするため、雇用サ

ービス分野の国別研修の新設なども検討する必要がある。また、インドネシアにおいては、経

済成長の果実を得ることのできない高齢者、障害者など社会的弱者の存在が挙げられる。これ

らの者の労働市場への復帰を促す制度（積極的労働市場政策）を設けるとともに、失業保険制

度を導入するような社会セーフティネットを構築することが今後の更なる課題として残ってい

る。同分野へのわが国の協力は、「新成長戦略」にも合致するため、検討すべき事項と考えられ

る。 

 

６－２ 「職業紹介サービス」担当団員所感 

本調査の結果については、5月15日付でM/Mに取りまとめられているとおりであるが、終了時評

価調査団に参加しての所感は次のとおりである。 

 

（1）PES Listについて 

PES List基本10項目については、トライアル実施PES 10カ所のうち2カ所については既にク

リアし、他の8カ所についても大幅な進捗が見られるなど、取り組みが進んできている。PES 

Listは業務改善の公式ツールとして通達されており、その位置づけが明確化されたことは、業

務改善の取り組みを進めるうえで重要なことであり、評価すべきであると考える。 

なお、全体からみれば、業務改善の取り組みはまだ緒に就いたばかりであり、当然のこと

ながら、今後、モデル2州傘下のトライアル実施以外の所、更には、それ以外の所への取り組

みの波及が重要である。 

 

（2）「労働市場情報（IPK）オンライン」について 

「IPKオンライン」については、それまで別々に開発されてきたBKOLやIPK2.5といったシ

ステムを統合したものであるが、職業相談の内容記録ができなくなるなど、課題もあると聞
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いている。はじめから多くを望むことはできないし、まずはスタートして改善すべき点があ

れば順次改善を図っていくことが重要であると考えられるところであるが、今後、普及を図

るとともに、職員、利用者の意見を聞いて改善すべき点については改善していくことを期待

する。 

また、システムに関して、担当の職員1人しか分からないということではその職員が異動す

ると使用されなくなったり、極端な場合、不正の温床になったりしかねないので、システム

に関する知識、運用ルール、改善方策等について組織としての情報共有・ルールづくりが重

要であると考える。 

 

（3）今後の取り組みについて 

既述したとおり、インドネシアにおける業務改善の取り組みはようやくスタートしたばか

りである。これまでの取り組み推進については評価できるものの、その更なる展開、定着及

び改善については、インドネシア側においてこれまで以上の努力が必要であるともいえる。 

このため、プロジェクトが終了するまでの期間において、その後のPDCAサイクルに基づく

業務改善を定着させるための取り組みについて、MOMTに対する助言等を引き続き行うとと

もに、プロジェクト終了後も、何らかの形でフォローアップできるようにしていくことが必

要であると考える。 

また、インドネシアにおいては、地方分権がなされている関係上、現場において着実に取

り組みが進められるようにしていくためには、本省の意向を研修、会議、監察、現地視察等

さまざまな機会を通じ、制度やシステムの導入時だけでなく、継続的に発信していくことが

より必要であろう。州にコーディネーターとしての役割を担ってもらうことを期待するので

あれば、研修内容等についての考慮も必要である。財源面での裏づけとして、本省が必要な

予算を確保し、州、県・市に配賦していくことも必要であろう。 

一方で、現場の実情や職員の意見等についても本省が的確に把握し、それを必要に応じて

仕組みの見直し・改善に反映させていくことも、必要となってくると考える。現場における

業務改善のために、PES List等を活用してPDCAサイクルを回していくとともに、本省におい

ても、取り組みの効果検証、見直し、改善のため、PDCAサイクルによる検証等を行っていく

必要があると考える。 

 

（4）その他 

本省において現場の状況を的確に把握し、必要に応じて施策の企画・立案に反映させると

ともに、現場の実情を踏まえた効果的な指導・助言を行えるようにするため、可能であれば、

将来的に、現場の業務に精通した県・市職員を一定期間本省に出向させる等の方策について

検討することも一考の価値はあるものと思われる。 
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主要面談者 

組織 氏名 役職等 

労働移住省 Dr. Dra. Reyna Usman. MM 雇用総局長 

Mr. Wisnu 国内雇用局長 

Ms. Yanti Mayanti 国内雇用局 職業紹介専門職 

Mr. Agus Sudrajat 国内雇用局 

Mr. Harry Syusman 国内雇用局 

Ms. Ema Prihatini 国内雇用局 

Ms. Anna Kurnianingsih 労働市場開発局 国内労働市場情報課長 

Mr. Ahmad 労働市場開発局 海外労働市場情報課長 

 Ms. Enik Nurhayatini W. 中部ジャワ州労働局 職業紹介課長 

Mr. Ronji 中部ジャワ州労働局 職業紹介課長 

 Mr. Abdullah 東カリマンタン州労働局 職業紹介部長 

Ms. Elizabeth 東カリマンタン州労働局 職業紹介専門職 

 Mr. Roso スマラン県労働事務所 職業紹介部長 

Mr. Abdul Fatah スマラン県労働事務所 職業紹介課長 

Ms. Sulytanti スマラン県労働事務所 職業紹介専門職 

Ms. Erna スマラン県労働事務所 職業紹介専門職 

 Mr. Tasripin スラゲン県労働事務所長 

Mr. Agus J. Santoso スラゲン県労働事務所 総務部長 

Ms. Urie スラゲン県労働事務所 職業紹介部長 

Mr. Tarwoko スラゲン県労働事務所 情報統計部門課長 

Mr. Yono スラゲン県労働事務所 職業紹介課長 

 Mr. Agus サマリンダ市労働事務所 職業紹介部長 

Mr. Gaimah サマリンダ市労働事務所 職業紹介課長 

Mr. Henri サマリンダ市労働事務所 職員 

 Mr. Martadi カランガニャール県労働事務所 職業紹介部長 

Mr. Srisurana カランガニャール県労働事務所 職業紹介専門職 

Mr. Sudaryo カランガニャール県労働事務所 職業紹介専門職 

 Mr. Muchdar パナジャムパスレウタラ県労働事務所 総務部長 

Mr. Syamsu パナジャムパスレウタラ県労働事務所 雇用担当者 

在インドネシ

ア日本大使館 

牛尾 滋 経済公使 

牧 宣彰 一等書記官 

JICA  小川 重徳 インドネシア事務所 次長 

園部 佳代 インドネシア事務所員 
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石田 茂雄 プロジェクト専門家（チーフアドバイザー） 

星野 亜弓 プロジェクト専門家（職業紹介サービス） 

山田 文典 プロジェクト専門家（業務調整／研修計画） 
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